
１　総　括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成２７年４月１日現在の人数である。

 (3) ラスパイレス指数の状況 （各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　　　　

３５，３７１千円 ８４，７３１千円

(参考） 類似団体

一人当たり給与費

５，４２４千円５，４７８千円

一人当たり給与費

３３４，１３９千円

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

人　件　費

６１６，０９１千円 １６．８％

人 件 費 率

１５．８％

（参考）

１，７３６人　 ９４，０６３千円

６１人

Ｂ／Ａ　 ２6年度の人件費率

　　　　　　Ａ

２７年度

職員手当 期末・勤勉手当

３，６６２，５７２千円

区　分 職員数

２７年度 ２１４，０３７千円

区　分 住民基本台帳人口

　　　　　（２７年度末）

泊村の給与・定員管理等について

実質収支歳 出 額

Ａ　 Ｂ　

　　　　　計　　　Ｂ

給 与 費

給　　　 料

96.1

93.1

95.4

97.4

93.7

96.3

90

95

100

105

泊村 類似団体平均 全国町村平均

(H28.4.1)

(H28.4.1)

(H28.4.1)

(H25.4.1)

(H25.4.1)

(H25.4.1)
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 (4) 給与改定の状況

①月例給

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事院勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額である。

②特別給

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当

及び勤勉手当の年間支給月数である。

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 （２８年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

 (2) 職員の初任給の状況 （２８年４月１日現在）

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値(減額前)である。

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （２８年４月１日現在）

経験年数３０年　　　

４０５，９００ 円

４０１，８００ 円

Ａ－Ｂ

区　分

人 事 委 員 会 の 勧 告

給与改定率

国の年間支給月数

Ａ　 Ｂ　 （改定月数）

（参考）

民間の支給割合 公務員の支給月数 較　差 勧　告

Ａ－Ｂ

年間支給月数

２７年度 ４．２０月

（改定率）

（参考）

国の改定率

人 事 委 員 会 の 勧 告

一般行政職
－

大　学　卒

区　　　　　分

     ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当等のすべての諸手当の額を合計したものであり、　　　　　 

　　　地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家

区　　　         分

大　学　卒

高　校　卒

国

類似団体

４３．６ 歳

(注) １　「平均給料月額」とは、２８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

４１．６ 歳

－３３１，８１６ 円　

２９５，８０５ 円　

４１０，９８４ 円　

３２２，０１６ 円　

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額

区　分 民間給与

Ｂ　

３３０，６８９ 円　 ３７２，７７５ 円　

公務員給与 較　差

Ａ　

泊村 ４０．３ 歳

４．２０月

勧　告

２７年度

平均給与月額

３３８，２１０ 円　

平均給与月額
（国ベース）

３２７，７００ 円　３５３，６００ 円　２９９，３００ 円　

３１８，３６７ 円 ３６８，８００ 円 ３８７，６００ 円

経験年数２０年 経験年数２５年　　　経験年数１０年

１４４，６００ 円

　公務員と同じベースで再計算したものである。　　

北海道 ４３．２ 歳

一般行政職

国

４１８，７５２ 円　

北　　海　　道

１７６，７００ 円

１４４，６００ 円

１７６，７００ 円

泊　村

１７６，７００ 円

１４４，６００ 円

３５９，７７５ 円３４３，７２０ 円高　校　卒
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況 （２８年４月１日現在）

（注）１　泊村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

１４０，１００円

３７９，８００円

標準的な職務内容

２８６，２００円

１９０，２００円

２５９，９００円

構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

３４８，８００円

３３．３　％

２０．５　％

３１７，０００円

３０３，０００円

２２６，４００円

区　　分 職員数

２４６，１００円

課　長 ・ 部　長 ４０９，０００円１０．３　％

５　　級 ３９１，８００円１７．９　％

４　　級

４　  人６　　級

係　長 ・ 課長補佐

７　　人主　幹 ・ 課　長

１３　　人

主　事２　　級

３　　級

３　　人

１　　級

主　任

主　事 ・ 主事補

　７．７　％

１０．３　％４　　人

８　　人

20.5% 17.5% 10.8%

7.7% 7.5%
5.4%

10.3%
5.0%

13.5%

33.3% 50.0%
43.3%

17.9% 5.0%
5.4%

10.3%
15.0%

21.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２８年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

６級 ６級

５級

６級

５級
５級

４級４級
４級

３級
３級

３級

２級
２級

２級

１級

１級
１級
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(2) 昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況

　 (1) 期末手当・勤勉手当

（注）　(  )　内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】 勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

　(2) 退職手当 （２８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

 勤続２０年 月分 月分  勤続２０年 月分 月分

 勤続２５年 月分 月分  勤続２５年 月分 月分

 勤続３５年 月分 月分  勤続３５年 月分 月分

 最高限度額 月分 月分  最高限度額 月分 月分

 その他の加算措置

　　定年前早期退職特例措置　（割増率2％～45％）

千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２２年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　

29.145

49.59

－

20.445 25.55625

34.5825

25.55625

41.325

49.59

（１．４５）月分

北　　海　　道泊　村

（２７年度支給割合）

勤勉手当期末手当

（０．７０）月分

49.59

（２７年度支給割合）

勤勉手当

34.5825

49.59

（１．４５）月分

１．５０ 月分

41.325

49.59

・役職加算　5～20%　・管理職加算　10～25%

　・未反映

20.445

勤勉手当

（２７年度支給割合）

国

 １人当たり平均支給額（２７年度）

１，６２６ 千円

１．６０ 月分

（１．４５）月分

期末手当

２．６０ 月分 ２．６０ 月分１．６０ 月分

期末手当

（０．７０）月分

２．６０ 月分

（０．７０）月分

１，４１７ 千円

　・未反映

 １人当たり平均支給額（２７年度）

 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況）

・役職加算　5～15%

 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況）

 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況）

29.145

・役職加算　5～20%　・管理職加算　10～25%

自己都合

泊　　村 国

自己都合

49.59

勧奨・定年 勧奨・定年
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　 (3) 特殊勤務手当 （２８年４月１日現在）

千円

　円

　％

　 (4) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

　(5) その他の手当 （２８年４月１日現在）

円

円

円通 勤 手 当

支給職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算）

野犬帰とう業務

税滞納処分業務

伝染病防疫業務

支給職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算）

全職員

支給実績（２７年度決算）

滞納処分係職員

駆蜂業務

全職員

同

駆蜂業務に従事した者

２０２，２００５，０５６

・家賃の額が１２，０００円を超える場合
　　２３，０００円までは差額全額
　　２３，０００円を超える場合は、超える額の
　　1/2を加算（限度額２７，０００円）

・配偶者　１３，０００円
・配偶者以外の扶養親族　１人　６，５００円

内容及び支給単価
国の制度と
異なる内容

－

千円

－

日額 1,000円

野犬帰とう業務に従事した者

同

伝染病防疫業務に従事した者

支給実績
（２７年度決算）

千円

－

全職員

扶 養 手 当 ４，６８１

（２７年度決算）

滞納処分業務に従事した者

日額 1,000円

１９６

千円２，１９６・通勤距離が片道２ｋｍ以上の職員

平均支給年額

主な支給対象業務

０

手当の種類（手当数）

手当の名称

０

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

日額 1,000円

０

主な支給対象職員

手　当　名

住 居 手 当

同

国の制度
との異同

６８，６００

１９５，０００

職員全体に占める手当支給職員の割合（２７年度）

アライグマ駆除業務 全職員 アライグマ駆除業務に従事した者

潜水業務 全職員 潜水業務に従事した者 日額 1,000円

左記職員に対する支給単価

日額 1,000円

日額 1,000円

７　　　　

支給職員１人当たり

旅行死亡人収容業務 全職員
旅行死亡人の死体処理業務に従
事した者

日額 1,000円

２２９

１２，５７３

支給実績（２６年度決算）

支給実績（２７年度決算）

１０，８０１
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６　特別職の報酬等の状況 （２８年４月１日現在）

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

月分 ＊支給月分に１５％加算

月分

＊支給月分に１５％加算

　　（算定方式） （１期の手当額） 　（支給時期）

　給料月額×在職期間（４年）×４６６／１００×１１０／１００  　１３，３２８千円 任期ごとに支給

　給料月額×在職期間（４年）×２９４／１００×１１０／１００ 　 　７，４３８千円 任期ごとに支給

（注）１　給料及び報酬の（　　）内は、減額措置を行う前の金額である。

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合

　における退職手当の見込み額である。

７　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（平成２８年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

職員の配置調整による増

７６３，０００ ３８４，０００

特
別

行
政
部

門

０

▲１ 職員の配置調整による減

職 員 数

63

[       ］

０

[         ］

小 計

[         ］

63
合　　計

公
営
企
業

会
計
等
部

門

水 道

0

3

2商 工

3

57

そ の 他

14

9民 生

4

2

小 計

2

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

　　（２７年度支給割合）

一
般
行
政
部
門

2議 会

総 務 企 画

農 林 水 産

税 務

2

衛 生

期
末
手
当

副 村 長 ４．２０

土 木

４．２０

村 長

議 長

3

3

０

議 長

議 員

副 議 長

２６３，０００

退
職
手
当

３９１，８００

６５０，０００

給 料 月 額 等

６３０，０００５７５，０００

平成２８年

議 員

副 議 長

副 村 長

平成２７年

備 考

2

１１５，０００

１７０，０００

１４０，０００３４４，０００

２７９，０００

２６１，０００ １００，０００

　　（２７年度支給割合）

2121

対前年
増減数

０

2

4

4

2

0

１

▲2

０

２

０

０

4 ０

2

給
　
料

村 長

０

０

職員の配置調整による増

職員の配置調整による減

副 村 長

（参考） 類似団体における最高／最低額

報
　
酬

区 分

２０９，０００

小 計

12

11

4

57

教 育

村 長

０

主 な 増 減 理 由
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(2) 年齢別職員構成の状況 （２８年４月１日現在）

　

(3)職員数の推移

（注）　１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

　　　　２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

8

- -

-

人

7 7

人

平成２３年

54

4

56

47

53

平成２８年

5752

542

人

～

人人

47歳

人

　　　　　　　　　　　　　　　年度

　　部門別
平成２５年

5
職員数

～

3

人 人

51歳

人

57

5

平成２７年平成２６年

8

人

39歳

～

7

55歳 59歳

～

人

7 8

2 2

61

61

2

61

63

59

2

63 59

63 63

区　分

27歳 31歳

28歳

15

75

6

公営企業等会計　計

総合計

教育

-警察

普通会計　計

16

消防

61

- -

一般行政

- - -

- - -

43歳

78

未満 23歳

24歳

35歳

～

平成２４年

36歳

～

32歳

～ ～

40歳

～

60歳20歳 20歳 56歳52歳44歳

計

～

48歳

▲15（▲19.2％）

▲13（▲86.7％）

▲2（▲3.2％）

１（1.8％）

過去５年間
の増減数（率）

63

人

1

▲3（▲42.9％）

-

（単位：人・％）

人

-

以上

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20 構成比

５年前の構成

比

%
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